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「墨田区個人情報の保護に関する法律施行条例」の骨子（案）について 

 

１ 趣旨 

令和３年５月１９日に公布された「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整

備に関する法律」により、社会全体のデジタル化に対応した「個人情報保護」と「デー

タ流通」の両立を目的として、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第

５７号。以下「法」という。）が改正された。 

この改正により、従来、国の行政機関、独立行政法人等、民間事業者、地方公共団

体等においてそれぞれ分かれていた個人情報保護に関する規律が、改正後の法に統合

され、全国的な共通ルールとなるとともに、国の個人情報保護委員会が、当該規律に

ついて一元的に解釈・運用を担い、個人情報の取扱いを監視・監督することとなった。 

令和５年４月１日からは、墨田区にも法の規定が直接適用されることになるため、

現行の「墨田区個人情報保護条例」を廃止するとともに、法の施行に関し必要な事項

を定める「墨田区個人情報の保護に関する法律施行条例」を新たに制定し、法の趣旨

にのっとって、引き続き適切な個人情報の保護に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 検討経過 

令和４年７月１５日 諮問「個人情報保護制度等の見直しに向けた考え方について」 

※ 区長から墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会へ 

令和４年７月２７日 第１回運営審議会 検討課題の審議 

令和４年８月１９日 第２回運営審議会 検討課題の審議 

令和４年９月１６日 第３回運営審議会 答申案の審議 

令和４年１０月５日 答申「個人情報保護制度等の見直しに向けた考え方について」 

※ 墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会から区長へ 
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３ 条例の骨子（案） 

墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会の答申を踏まえ、別紙のとお

りとする。 

 

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和４年１２月８日～令和５年１月６日 パブリック・コメント募集 

令和５年１月中旬 パブリック・コメント結果公表 

令和５年２月  区議会に条例案提出 

令和５年４月１日 条例施行 
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「墨田区個人情報の保護に関する法律施行条例」の骨子（案） 

 

■条例に規定する主な事項 

規 定 内 容 説 明 

１ 趣旨 

この条例は、法の施行に関し必要な事項（法で

委任された事項及び条例で定めることが許容さ

れる事項）を定める。 

法、政令、個人情報保護委員会規則で定

められている事項と重複するものや趣旨

に反するものは、条例で定めることがで

きない。 

２ 定義 

法が適用される地方公共団体の機関（以下「実

施機関」という。）は、区長、教育委員会、選挙

管理委員会及び監査委員とする。 

現行条例で実施機関に含まれている議

会は、法が適用される地方公共団体の機

関から除外されており、原則として法の

適用を受けない。議会において、法の規定

に沿った独自の個人情報保護条例を新た

に制定する。 

３ 個人情報ファイルの保有に関する事前の届出 

実施機関が個人情報ファイルを保有しようと

するときは、あらかじめ、所定の事項を個人情報

ファイル簿管理者へ届け出なければならない。 

現行の取扱いを維持する。 

４ 利用目的以外の目的のための利用又は提供に係る記録 

実施機関が利用目的以外の目的のために保有

個人情報を自ら利用し、又は提供したときは、所

定の事項を記録しなければならない。 

現行の取扱いを維持する。 

５ 開示請求に係る手数料及び費用負担 

⑴ 手数料 現行の取扱いを維持する。 

自己情報の開示請求に係る手数料は、無料と

する。 

⑵ 実費負担 

開示の方法が写しの交付の場合、これに要す

る費用（作成及び送付に要する費用）は、開示

請求者の負担とする。 

６ 開示決定等の期限 

⑴ 開示請求に係る開示決定等を行う期限 現行の取扱いを維持する。 

開示請求を受けた実施機関は、開示請求が

あった日から１４日以内（法の規定では３０日

以内）に開示決定等を行わなければならない。 

⑵ 期限の延長 法の規定と同じ内容であるが、⑴の期

間を条例で短縮するため、当該期間を延

長する⑵の期間についても改めて条例で

規定する。延長後の決定期限は、⑴の１４

日に⑵の３０日を加えて最長４４日以内

となり、現行の取扱い（６０日以内）より

短縮される。 

事務処理上の困難その他正当な理由がある

ときは、⑴の期間を３０日以内（法の規定と同

じ）に限り延長することができる。 

【別紙】 
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⑶ 期限の特例 期限の特例は、法で規定された新たな

取扱いとなる。⑴の期間の短縮により、特

例延長を適用できる場合が、法で規定す

る「６０日以内に開示決定等ができない

とき」から「４４日以内に開示決定等がで

きないとき」に変わるため、改めて条例で

規定する。 

開示請求に係る保有個人情報が著しく大量

であるため、⑵の延長を行ったとしても、当該

期間内（４４日以内）にその全てについて開示

決定等をすることにより事務の遂行に著しい

支障が生ずるおそれがある場合には、当該期間

内に相当の部分の開示決定等をし、残りの保有

個人情報については相当の期間内に開示決定

等をすれば足りる。 

７ 訂正請求権及び利用停止請求権 

自己情報の訂正請求及び利用停止請求につい

ては、法で定める「法による開示決定又は他の法

令の規定により開示を受けた保有個人情報」に加

え、「実施機関からの通知により知ることとなっ

た保有個人情報」に対しても行うことができる。 

現行の取扱いを維持する。 

８ 指定管理者に係る特例 

公の施設の管理を行う指定管理者が個人情報

を取り扱う場合において、当該指定管理者を指定

した実施機関（以下「指定実施機関」という。）

は、開示請求（当該指定管理者が行う公の施設の

管理業務に係るものについて、指定実施機関へ請

求されたものに限る。）に応じるときその他指定

管理者の個人情報の取扱いについて確認する必

要があると認めるときは、当該指定管理者が保有

する個人データの全部又は一部の提供を求める

ことができる。 

法に基づく取扱い（指定管理者に対す

る開示請求）に加えて、現行の取扱い（指

定実施機関に対する開示請求）について

も維持する。 

９ 墨田区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会への諮問 

次の各号のいずれかに該当する場合において、

個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的

な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であ

ると認めるときは、墨田区情報公開制度及び個人

情報保護制度運営審議会に諮問することができ

る。 

⑴ この条例を改正し、又は廃止しようとする場

合 

⑵ 保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止

その他の保有個人情報の安全管理のために講

じる措置の基準を定め、又はこれを変更しよう

とする場合 

⑶ ⑴及び⑵に規定する場合のほか、実施機関に

おける個人情報の取扱いに関し、法及びこの条

例の運用上の細則を定め、又はこれを変更しよ

うとする場合 

法の規律と解釈の一元化という法改正

の趣旨から、現行条例に基づき行ってき

た個別事案に係る個人情報の例外的な取

扱い（目的外利用、外部提供等）について

は、今後は運営審議会には諮問を行うこ

とができない。利用及び提供の制限につ

いて定める法第６９条の規定に基づき、

実施機関が判断する。 

なお、個別事案の法に照らした適否に

ついて判断に迷う場合には、専門性を有

する国の個人情報保護委員会に助言を求

めることができる。 

１０ 運用状況の公表 

区長は、毎年１回、各実施機関における法及び

この条例の運用状況を取りまとめ、運営審議会に

報告するとともに、公表しなければならない。 

現行の取扱いを維持する。 
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１１ 施行期日 

令和５年４月１日 法の地方公共団体に係る規定の施行期

日と同一とする。 

１２ その他 

⑴ 墨田区個人情報保護条例（平成２年墨田区条

例第１９号）は、廃止する。 

⑵ 現行条例の廃止に伴い、現行条例の規定の適

用関係に関する経過措置を設ける。 

⑶ 関連条例について、所要の規定整備を行う。 

付則において規定する。 

 

■条例に規定しない事項 

内 容 説 明 

１ 条例要配慮個人情報 

法で定める「要配慮個人情報」のほかに、地域

の特性その他の事情に応じて、条例で「条例要配

慮個人情報」を定めることができる。 

※ 要配慮個人情報…本人の人種、信条、社会的身分、
病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その
他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が
生じないようにその取扱いに特に配慮を要するもの
として政令で定める記述等が含まれる個人情報 

現行条例における収集禁止事項は、法

における要配慮個人情報に含まれてお

り、条例要配慮個人情報を条例で規定し

た場合でも、法に定めるルールを超えて

取得の禁止、提供の制限等の独自ルール

を条例で設けることは許容されていない

ため、規定しない。 

２ 行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料 

 行政機関の長等は、当該行政機関の保有個人情

報を加工して作成する「行政機関等匿名加工情

報」を事業に利用しようとする者からの提案を定

期的に募集すること、提案があったときは審査

し、基準に適合すると認める場合は、利用契約を

締結の上、「行政機関等匿名加工情報」を作成し、

提供することが法で定められている。 

 なお、「行政機関等匿名加工情報」の利用に関

する契約を締結する際の手数料については、条例

で定めることとなっている。 

※ 行政機関等匿名加工情報…行政機関等が保有する
個人情報について、特定の個人を識別することがで
きないように加工して得られる個人に関する情報で
あって、当該個人情報を復元することができないよ
うにしたもの 

「行政機関等匿名加工情報」の提案の

募集は、都道府県及び政令指定都市以外

の地方公共団体については、当分の間、任

意とされている。 

国、他の地方公共団体での運用実績が

蓄積されてから改めて導入に向けた検討

を行うこととするため、現時点では規定

しない。 

３ 情報公開請求の非公開情報との整合を図る規定 

法における自己情報の開示請求の不開示情報

については、条例で定めるところにより、地方公

共団体の情報公開条例における非公開情報との

整合を図ることができる。 

法に規定する不開示情報と、墨田区情

報公開条例（平成１３年墨田区条例第３

号）に定める非公開情報とを比較し、整合

を図る必要があるものは認められないた

め、規定しない。 

 


